
第６７５回通関協議会（本関地区） 

 

 

１、 日  時   平成２６年  ６月  １０日 （火） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、  議題等（敬称略） 

【議題】 

（１）山下埠頭出張所廃止後の業務処理体制について 

業務部 元起 管理課長 

 

（２）誤びゅう防止について 

調査部 調査統計課 長澤課長 

 

４、 その他・連絡事項等 

・日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定に係る原産地証明書（Form AJ）の 

様式変更について 

業務部 柿原原産地調査官 

 

・インターネットによる事前教示について  

業務部 髙橋首席関税評価官 

 

・電磁的記録（ＭＳＸ業務）による申告関係書類の提出状況について 

業務部 内山統括審査官（通関総括第１部門） 

 

   
 

開 催 予定日  平成２６年  ７月  １５日（火）  １２:００～  

開 催 場 所    第一港湾合同庁舎   ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 









平成 26 年 6 月 

 

 

各 位 

 

 

横 浜 税 関 

      

誤びゅう防止のお願い 

 

 

平素、税関行政にご協力いただき有り難うございます。 

表題の件につきまして、今年に入り申告貨物数量や金額などに大きな誤びゅう

が散見されております。 

 

 誤びゅうの原因をいくつか例示しますと、 

１．統計品目番号（分類）の誤りにより、１件で当該品目の全国の年間輸出 

実績数量を大きく超えてしまった。 

２．通貨種別を日本円(JPY)で申告するところ、米ドル(USD)で誤って申告して 

しまい、結果 100 倍近くの金額差が発生した。 

３．インボイス記載数量のカンマ(,)と小数点(.)を見間違えて申告、若しくは 

計上単位をＭＴで算出すべきところをインボイスに記載されたＫＧ数量で 

申告したため、結果 1,000 倍近くの数量差が発生した。 

などです。 

 

貿易統計データは、通関業者や輸出入者の皆様が作成した輸出入申告書を基

に集計されており、我が国の経済政策策定のための基礎資料や各業界の貿易指

標等に幅広く利用されています。データの誤びゅうは、貿易統計の信頼性を揺

るがす重大な事案となります。 

  

 つきましては、添付のチラシ「誤びゅう防止にご協力を！」を、NACCS 端末な

どの近くに掲示していただくなどし、誤びゅう防止にお役立ていただきますよ

う、お願い申し上げます。 



平 成 2 6 年 6 月 

横 浜 税 関 

 

 

貿易統計データは、我が国の経済政策策定のための基礎資料や各業界の 

貿易指標等に幅広く利用されており、データの誤びゅうは、貿易統計の信頼性 

を揺るがし、国際間の摩擦を引き起こしかねません。 

 

 

 

☑ 統計品目番号（分類）は正しいですか？ 
 

☑ 通貨種別(USD、JPY 等)は正しいですか？ 
 

☑ 計上単位(KG、MT 等)は正しいですか？ 
 

☑ カンマと小数点を見間違えていませんか？ 
 

☑ 国コードは正しいですか？ 

       

           
 

 

特に、NACCS 画面の価格再確認欄に「L」、「H」が表示
された場合は、申告内容の再確認をお願いいたします！！ 

通関業者の皆様へ 









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
  
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

関税評価の照会・質問が 
インターネット でも 
できるようになります！ 

♪ 評価相談が一層身近に ♪ 

平成 26 年６月１日から、インターネット（電子メ
ール）による照会を受付けます。 
 
●電子メールで税関に照会することができます。 
⇒簡易に関税評価の取扱いを確認したい場合にご
利用下さい。 

●文書による事前教示の照会を、電子メールへの添
付により行うことができます。 
⇒税関からの回答は文書でなされ、最長３年間納
税申告の際に尊重されます。 

 
いつでも、会社やご自宅から直接関税評価の担当

者へ問合せができます。是非ご利用下さい！ 

平成 26 年 5 月 

財務省・税関 

○参考 HP：E メールを利用した事前教示制度（関税評価）について
http://www.customs.go.jp/zeikan/seido/e-jizen_hyoka.htm 

※ 仮定の事実関係に基づく照会や、判断に必要な説明や資料提出が

ない場合等には、回答ができないことがあります。具体的な照会

方法や要件等の詳細については以下のリンク先をご参照下さい。



 
 

【お問い合わせ先】 
 
 

 

 

 

 

税  関 メールアドレス 電 話 番 号 

函館税関 hkd-shinsa@customs.go.jp 0138-40-4256 

東京税関 tyo-gyomu-hyoka@customs.go.jp 03-3599-6411 

横浜税関 yok-hyoka@customs.go.jp 045-212-6139 

名古屋税関 nagoya-gyomu-hyoka@customs.go.jp 052-654-4158 

神戸税関 kobe-hyoka@customs.go.jp 078-333-3119 

大阪税関 osaka-hyoka@customs.go.jp 06-6576-3358 

門司税関 moji-hyoka@customs.go.jp 050-3530-8385 

長崎税関 nagasaki-gyo-kanri@customs.go.jp 095-828-8667 

沖縄地区税関 oki-9a-tsukan@customs.go.jp 098-862-9291 


